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入 札 公 告 

 

  建設工事の請負について、次のとおり施工体制確認型一般競争入札を執行するので、地方独立

行政法人奈良県立病院機構契約規程（以下「契約規程」といいます。）第３条の規定により、次

のとおり公告します。 

 

 令和 元年１１月２８日 

   地方独立行政法人 奈良県立病院機構 

 理事長 上田 裕一 

 

  第１ 競争入札に付する事項等 

  １ 工事名    奈良県総合医療センター跡地土壌汚染対策工事 

    工事番号 第 工－１－１ 号 

   ２ 工事場所 奈良市平松一丁目 地内 

   ３ 工事概要 汚染土撤去処分・埋戻し工事 

 

  ４ 工事期間 令和 元年１２月２４日（予定）～令和 ２年 ３月３１日（予定） 

   ５ 予定価格    ２１，８３５，０００円（消費税及び地方消費税(計 10%)を含みます。） 

   ６ 最低制限価格  ２０，０８８，２００円（消費税及び地方消費税(計 10%)を含みます。） 

  ７ 入札方法 投函による入札 

   ８ 落札者の決定方法  最低制限価格制度を採用 

開札後、競争入札参加資格の確認及び施工体制確認調査を行ったう

えで落札者を決定します。 

             詳細は、入札説明書によります。 

 

  第２ 競争入札に参加する者に必要な資格 

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第７条の規定による土木工事業の一般建設業許

可又は第１５条の規定による土木工事業の特定建設業許可を受け、奈良県建設工事等競争

入札参加資格を有する建設業者であって、次に掲げる条件を全て満たした者のみが、この

工事入札に参加することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 登録業種 土木一式                       

２ 登録等級 Ａ等級又はＢ等級 

３ 事業所の所在地に関する条件 

 

 

 建設業法に基づく「土木工事業」の許可を受け

ている本店が奈良県内にあり、奈良県建設工事等

競争入札参加資格を有すること。 

４ 配置予定技術者に関する条件  

  次の条件を満たす技術者をこの工事を行う期間中１名配置できること。 

 ①入札説明書別表１の資格を有する者であること。 

 ②平成１５年４月１日以降、競争入札参加資格確認申請書の提出の日までに完成し、引

渡しが完了した登録業種に係る工事の従事経験を有する者であること。 

 ③競争入札参加資格確認申請書の提出の日以前に３ヶ月以上の雇用関係があること。 
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５ 現場代理人に関する条件  

  競争入札参加資格確認申請書の提出の日以前に３ヶ月以上の雇用関係にある者を現場代

理人として１名配置できること。 

 なお、現場代理人、主任技術者及び専門技術者は、これらを兼ねることができます。 

６  その他 入札説明書に記載されている条件を満たしていること。 

 

  第３ 入札日程 

手 続 等 期間・期日・期限 場 所  等 

入札説明書の交付 

 

 

 

 

令和元年１１月２９日（金） 

          ～ 

令和元年１２月２３日（月） 

 

 

奈良県立病院機構ホームページの入札

情報よりダウンロードして下さい。 

http://www.nara-pho.jp/informatio

n/auction.html 

仕様書等に関する

質問※FAXにより

提出 

 

 

令和元年１２月 ９日（月） 

午後１時必着 

 

 

送信先 

奈良県立病院機構 法人本部事務局

法人経営課 

FAX：０７４２－８１－３４０４  

質問への回答 

 

 

 

令和元年１２月１３日（金）

（予定） 

 

 

奈良県立病院機構ホームページの入札

報に掲載します。 

http://www.nara-pho.jp/informatio

n/auction.html 

入開札・工事費内

訳書の提出 

令和元年１２月１９日（木） 

午前１０時３０分 

奈良県総合医療センター内 

教育研修センター３階 会議室１ 

  上記の期間は、土曜日、日曜日、祝日を除きます。時間の指定のないものは午前９時から

午後５時まで（正午から午後１時までを除きます。）とします。 

 

 第４ 落札候補者の決定 

入札参加者のうち予定価格及び最低制限価格の範囲内で有効な入札を行った者で、入札 

価格の最低価格を入札した者を落札候補者とします。 

落札候補者となるべき同価格の入札者が２者以上ある場合には、入札に引き続き「くじ」

により落札候補者（落札の優先順位）を決定します。ただし、「くじ」を辞退することはで

きません。 

 

  第５ 競争入札参加資格の確認及び施工体制確認調査の実施 

開札後、落札候補者に対し、入札説明書に定めるところにより、競争入札参加資格確認及

び施工体制確認調査を実施します。 

 

競争入札参加資格確認申請書等及び施工体制確認調査書類の提出 

   ・提出先  奈良県立病院機構 法人本部事務局 法人経営課 

   ・提出期限  令和 元年１２月２０日（金） 午前１０時００分まで 

      ・提出方法 持参によります。 
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 第６ その他 

    １ 入札執行回数 

    入札執行回数は、１回とします。 

 

    ２ 入札保証金及び契約保証金 

入札保証金は免除します。 

契約保証金は契約規程第２７条に定めるところによります。 

 

    ３ 入札の無効 

次のいずれか一に該当する入札は、無効とします。また、無効の入札を行った者を落札

者としていた場合には、落札決定を取り消します。 

 （１）入札公告第２に定める競争入札に参加する者に必要な資格のない者がした入札 

 （２）競争入札参加資格確認又は施工体制確認調査で要求する資料等に虚偽の記載をした   

者の入札 

 （３）契約規程第８条に該当する入札 

   ①契約責任者の定める入札条件に違反した入札 

   ②入札書に記名押印を欠く入札 

   ③入札書の重要な文字の誤脱等により必要な事項を確認できない入札 

   ④同一入札者がなした二以上の入札 

   ⑤入札に際して公正な入札の執行を害する行為をなした者の入札 

 （４）入札書記載の価格を加除訂正した入札 

 （５）所定の入札書に基づく入札以外の入札 

 （６）代理人による入札の場合、代理人（受任者）の押印がない入札書による入札 

 （７）開札の日までの間において入札参加停止及び参入制限を受けた者等、開札時点にお    

いて入札に参加する資格のない者の行った入札 

 （８）工事費内訳書を欠く入札及び工事費内訳書の合計金額が入札書に記載された入札金額          

に対応していない入札 

 （９）その他入札に関する条件に違反した入札 

       

    ４ 契約の不締結 

落札決定後、契約締結までの間に、落札者が入札参加資格の制限又は奈良県建設工事等

請負契約に係る入札参加停止措置要領に基づく入札参加停止を受けた場合は、契約を締

結しません。 

また、次のいずれかに該当するとき又は該当すると認められるときは、契約を締結しま

せん。 

（１）落札者の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業

所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあ

ってはその者及び支配人並びに支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴

力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以

下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である

とき。 

（２）暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団という。以下同じ。）又は暴力団 
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員が落札者の経営に関与しているとき。 

（３）落札者の役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しているとき。 

（４）落札者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与す

るなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与しているとき。 

（５）落札者の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

るとき。 

（６）落札者が本契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以下「下請契

約等」という。）に当たって、その相手方が上記（１）から（５）のいずれかに該当す

ることを知りながら、当該者と契約を締結したとき。 

（７）落札者が本契約に係る下請契約等に当たって、上記（１）から（５）のいずれかに該

当する者をその相手方としていた場合（上記（６）に該当する場合を除く。）におい

て、本機構が当該下請契約等の解除を求め、契約の相手方がこれに従わなかったとき。 

 

  ５ 契約の解除 

契約締結後、次のいずれかに該当するとき又は該当すると認められるときは、発注者は

契約を解除できるものとし、受注者は解除により発注者に発生した損害について賠償義務

を負うものとします。 

（１）契約者について、４の（１）から（７）までのいずれかに該当する事由があると認め

られたとき。 

（２）この契約の履行にあたり、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けたにもかかわら

ず、遅滞なくその旨を本機構に報告せず、又は警察に届け出なかったとき。 

（３）契約規程第３３条のいずれかに該当する事由があると認められるとき。 

 

    ６ 手続における交渉の有無 

        無し 

 

    ７ この工事に直接関連する他の工事の請負契約をこの工事の請負契約の相手方と随意契

約により締結する予定の有無 

        無し 

 

    ８ 契約条項を示す場所及び契約を担当する部課等の名称及び所在地等 

          〒６３０－８５８１ 

     奈良県奈良市七条西町二丁目８９７－５ 

地方独立行政法人 奈良県立病院機構 法人本部事務局 法人経営課 

          電 話 ０７４２－８１－３４００ 

 

  ９ その他 

      詳細は、入札説明書によります。 

     


